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2017 年 2 月 27 日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は反発の後、伸び悩んだ。引き続きトランプ大統領の政策への期待が下支えとなったものの、

28日の連邦議会での演説を控えて様子見気分が強く、売買代金はNY市場の3連休もあって、21日に今年最低

を記録した。日経平均は上値の重さが意識されたが、日経ジャスダック平均は 24 日まで 11 連騰となり、連日の

昨年来高値更新となった。また、東証マザーズ指数も 5 日続伸となった。米国市場はトランプ大統領の政策への

期待や好調な経済を背景に、NY ダウは約 30年ぶりに 10 日連続しての最高値更新となった。為替市場でドル円

は、米長期金利がレンジ内の動きとなったことから、1 ドル 113 円を挟んだもみ合いとなった。ユーロ円は欧州で

の政治リスクなどを意識して、約 3か月ぶりに 1ユーロ 118 円台半ばを付ける場面があった。 

今週の東京市場は、下値を徐々に切り上げる展開となろう。国内企業の業績好調や米政策期待が引き続き支

えとなるほか、税還付等による外国人投資家の買いも増加するとみられ、戻り待ちの売りをこなしつつ、上値を試

す動きとなろう。米国市場は大統領の議会演説で一旦材料出尽くしとなる可能性はあるものの、堅調な米国経済

を支えに、下値も限定的となろう。為替市場では好調な経済指標を受けて金利上昇圧力が強まりやすく、ドル円

はやや円弱含みの動きとなろう。一方、ユーロ円は欧州域内の政治、金融不安等でユーロが軟調となろう。レン

ジはドル円が 1 ドル 112 円～115 円、ユーロ円は 1ユーロ 118 円～121 円となろう。 

今週、国内では2月 28日(火)に 1月の鉱工業生産、3月 1日(水)に 16年 10－12月期の法人企業統計、3日

（金）に1月の労働力調査、消費者物価、家計調査、景気動向調査が発表される。一方、海外では2月27日（月）

に 1 月の米耐久財受注、28 日に 10－12 月期の米 GDP 改定値、2 月の消費者景気信頼感、3 月 1 日に 2月の

中国製造業 PMI、1 月の米個人所得、2 月の ISM 製造業景況指数が発表されるほか、2 月 28 日に米トランプ大

統領の初の議会演説が行われる。 

テクニカル面で日経平均は、25 日線（19182 円：24 日現在）や日足一目均衡表の抵抗帯上限（19100 円：同）

のほか、13 週線（19194 円：同）や週足一目均衡表の転換線（19191 円：同）が下値サポートとなっている。 これ

らの水準を維持できれば、今月 13日の高値（19519 円）を抜き、1月 5 日高値（19615 円）を目指す動きとなろう。

一方、この水準を維持できないと、心理的な節目の19000円や今月10日に空けた窓（18991円）、さらに75日線

（18839 円：同）や 7日安値（18805 円）が視野に入ろう。 (大谷 正之)   
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各種指数の推移 （Bloomberg データより証券ジャパン調査情報部が作成） 
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☆3月期決算で通期見通しに対する第 3四半期累計実績が高水準である主な好業績銘柄群 

3 月期決算企業の第 3 四半期決算が終了した。業績底入れ感が鮮明となっており、昨年後半以降のドル円相

場の反転を追い風に、好決算を発表した企業が多く存在している。業績好調で通期見通しに対する第 3 四半期

累計実績が高水準であり、通期業績見通しの上方修正が期待される銘柄も散見される。（野坂 晃一） 

 

投資のヒント 
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ＭｏｎｏｔａＲｏ（3064･東 1)  

前期の売上高は前年比 21％増の 696 億円、営業利

益は同 33.9％増の 94.9 億円。積極的なプロモーション

の効果で新規顧客獲得が進み、計画を上回る増収。ま

た、円高やＰＢ・輸入商品の強化、仕入最適化などで

総利益率が改善した他、人件費や委託業務費を抑制

したことから販管費を計画内にとどめることが出来た。

今期の売上高は前年比 21％増の 842 億円、営業利益

は同 22.2％増の 115.9 億円を見込む。認知度の高まり

やＥＣ市場の拡大などで、様々な規模の顧客層（従来

は中小企業が中心だった）へ広がりを見せており、高

い売上成長が期待される。また、利益面では円安や投

資負担の増加があるものの、仕入最適化、ＰＢ比率拡

大など原価抑制を推進するほか、新物流センターによ

る物流関連コスト比率の低下で補えるとみている。投

資額 85 億円の新物流センター（笠間ＤＣ）は 3月末に

稼働予定。自律搬送ロボットを導入しピッキング作業を

効率化、下期から人件費・業務委託費が減少する見込

み。（増田 克実） 

 

大陽日酸（4091･東 1)  

17/3期第3四半期(4－12月)業績は売上高が前年同

期比3.8％減の 4158.8 億円、営業利益が同6.6％増の

410.7 億円となった。主力のガス事業では国内が、電子

材料ガスや空気分離装置が伸びたものの、産業ガスが

鉄鋼、化学向けに減少し、LPガスも輸入価格の下落に

より、前年同期を大きく下回った。米国では炭酸ガスや

液化ガスが伸び、昨年エア・リキード社から買収した事

業が寄与したものの、為替の円高が響き、減収となった。

アジア・オセアニアではタイやオーストラリアの新規連結

子会社が寄与したものの、円高の影響で減収となった。

営業利益は原油価格下落によるコスト低減や新規連結

子会社の寄与で増益となった。また、サーモス事業はイ

ンバウンド需要が一巡したものの、新製品効果から微

減収、増益となった。会社側では為替前提の見直し(1 ド

ル 105円→110円)に加え、国内ガスの収益改善やサー

モス事業の好調を背景に、通期見通しを売上高で 100

億円増の5800億円(前期比2.4％減)、営業利益を30億

円増の 550億円(同 12.4％増)に引き上げた。修正後の

営業利益の進捗率は 74.6％で前年同期(71.6％)を上回

っており、計画上振れも期待されよう。（大谷 正之）  

今週の参考銘柄 
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ゼビオＨＤ (8281･東 1)  

17/3 期第 3四半期(4－12月)業績は売上高が 1684.5

億円(前年同期比0.9％増)、営業利益が 69.5 億円(同

16.7％増)となった。新規出店は商業施設などへのテナ

ント出店を中心に 31店舗出店し、閉店は 9店舗だった。

さらに、店舗改装66店舗、業態転換を12店舗で行った。

当期末における総店舗数は 737店舗となり、売り場面積

は前期末比4644坪増の 193399 坪となった。ウィンター

用品・用具は雪不足によるスキー場開場遅れの影響が

あり減収となった一方、ゴルフ用品や一般競技スポー

ツ・シューズは商品提案やプロモーション強化により増

加したほか、スポーツアパレルも好調だった。通期見通

しは据え置かれており、営業利益の第3四半期までの進

捗率は 77.8％と前年同期(96.6％)を下回っているものの、

営業利益率は前期の3.5％から4.1％に上昇しており、計

画は十分達成可能とみられる。また、2018年のピョンチ

ャン冬季オリンピックや 2020年の東京オリンピックを控

えて、今後もスポーツ需要の拡大が見込まれるほか、プ

レミアムフライデーも追い風となろう。（大谷 正之） 

 

その他 
  
クボタ（6326） 
17/12 月期は売上高が前期比 5.3％増の 1兆 6800 億円、営業利益が同 4.9％増の 1980 億円を計画している。
国内では農業機械や建設機械の回復が予想されるほか、水・環境部門も増収を見込む。海外は水・環境部門が
減収となるものの、機械部門は北米やアジアを中心に回復する見通し。国内ではオリンピック関連の建設需要拡
大が期待されるほか、海外ではトランプ大統領によるインフラ投資の拡大やタイの干ばつからの回復、中国の高
機能・高能力農機需要の拡大が追い風となろう。 
 
東レ（3402） 
来期から3年間で新中期経営課題「プロジェクトAP-G2019」を推進する計画。成長分野での事業拡大、グローバ
ルな事業拡大・高度化、競争力強化という３つの基本戦略をもとに、3年間で合計 1兆円以上（設備投資 5000億
円、研究開発費2200億円、M&A・アライアンスなど）を投じて新たな成長を目指す。数値目標は2019年度に営業
利益2500億円、ROE約12％。なお、炭素繊維複合材料は戦略的拡大事業として今後積極投資を進めていく
計画だが、22 日に「米国炭素繊維事業会社の強化」を発表した。 
 
日水（1332） 
年間配当を従来計画から 1円引き上げて 6円とする予定。また、株主優待制度を新設した。業績は好調に推移
する見込み、水産事業で鮭鱒価格の回復、食品事業で国内冷凍食品の販売好調や円高によるコスト削減効果
などがあり、2月5日に通期の業績見通しを再上方修正。売上高は前回計画から230億円、経常利益（過去最高
を更新へ）は同 35 億円それぞれ引き上げた。 
 
ピーエス三菱（1871） 
第3四半期累計期間の営業利益は前年同期比13％増の29.3億円。省力化・合理化による原価低減、販管費削
減効果が寄与した。通期会社計画に対する進捗率は100％超。また、今後はNEXCO各社から高速道路のリニュ
ーアル工事などの受注獲得が期待されよう。 
 

（増田 克実）  

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

２月２７日（月） 

東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）交渉会合（神戸、３日まで） 

２月２８日（火） 

１月鉱工業生産・出荷・在庫（８：５０、経産省） 

１月住宅着工・建設受注（１４：００、国交省） 

３月１日（水） 

１６年１０～１２月期法人企業統計（８：５０、財務省） 

２月新車販売（１４：００、自販連） 

３月２日（木） 

２月マネタリーベース（８：５０、日銀） 

３月３日（金） 

１月有効求人倍率・労働力調査（８：３０、厚労・総務省） 

１月全国、２月東京都区部消費者物価（８：３０、総務省） 

１月家計調査（８：３０、総務省） 

２月景気動向調査（１３：３０、帝国データ） 

２月消費動向調査（１４：００、内閣府） 

 

＜国内決算＞ 

２月２８日（火） 

時間未定 <1Q>パーク２４<4666>、Ｈ．Ｉ．Ｓ．<9603> 

３月１日（水） 

時間未定 <3Q>伊藤園<2593> 

３月２日（木） 

時間未定 <3Q>アインＨＤ<9627> 

３月３日（金） 

時間未定 <1Q>くら<2695> 

 

  

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

２月２７日（月） 

欧  ２月ユーロ圏景況感指数 

米  １月耐久財受注 

休場  台湾（特別休業日）、ブラジル（カーニバル）、ギリシャ（グリーンマンデー） 

２月２８日（火） 

トランプ米大統領が初の議会演説（上下院合同会議） 

米  １０～１２月期ＧＤＰ改定値 

米  １２月Ｓ＆Ｐケース・シラー住宅価格指数 

米  ２月シカゴ景況指数 

米  ２月消費者景気信頼感 

休場  台湾（平和記念日）、ブラジル（カーニバル） 

３月１日（水） 

中  ２月製造業ＰＭＩ 

中  ２月財新・製造業ＰＭＩ 

独  ２月雇用統計 

米  １月個人所得・消費 

米  ２月ＩＳＭ製造業景況指数 

米  １月建設支出 

米  ベージュブック 

米  ２月新車販売 

３月２日（木） 

欧  １月ユーロ圏失業率 

欧  ２月ユーロ圏消費者物価 

３月３日（金） 

米  ２月ＩＳＭ非製造業景況指数 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

２月２８日（火） 

アンバレラ、セールスフォース 

３月１日（水） 

シェイクシャック、ベスト・バイ 

３月２日（木） 

コストコ 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100 万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1取引につき 1,080 円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1日定額コース」においては、1日の約定代金 300 万円ごとに 1,620 円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30 回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600 円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1 回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％(税込)の取次手数料をご負担いただ

きます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読み下さい。これら目論見書等、資料のご

請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2017 年 2 月 24 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2017 年 2 月 24 日 


